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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第40期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結累計期間

第40期
第２四半期
連結会計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

第40期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 47,402 92,120 25,780 48,713 115,330

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △8,760 8,755 △3,655 5,600 △8,797

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失
(△)

(百万円) △6,705 5,706 △2,626 3,820 △14,300

純資産額 (百万円) ― ― 172,484 163,066 162,258

総資産額 (百万円) ― ― 235,066 249,127 236,374

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,331.841,258.771,252.71

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額(△)

(円) △52.14 44.37 △20.42 29.71 △111.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 72.9 65.0 68.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,789 7,407 ― ― 4,401

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,577 △2,656 ― ― △7,322

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,898 △992 ― ― 7,932

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 70,773 71,858 69,266

従業員数 (名) ― ― 7,630 7,816 7,559
　

(注） １ 売上高には消費税等は含まれておりません。

　

２ 第41期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
また、第40期及び第40期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半
期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また潜在株式が存
在していないため、記載しておりません。

　
３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 7,816

(注)  従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 3,349

(注)  従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形

式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、連結ベースにおいてはセグメント

ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

　このため、生産、受注及び販売の状況については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析(1)業績の状況」に関連付けて記載しております。

　
２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間においては、前半は昨年度より各国が実施してきた景気刺激策の効果による個人

消費の持ち直しが企業収益の改善に寄与し、設備投資に波及するなど、世界経済は緩やかな回復基調で推移し

ました。しかしながら、期間の終わりにかけて、国内では急速な円高の進行により、回復の牽引役であった輸出

に鈍化の兆しが現れ、海外でも、これまで急速に拡大していた新興国の経済成長が緩やかになりました。

　当社グループでは、「グローバル展開」と「新規分野への展開」によるビジネス領域の拡大を成長戦略とし

て掲げております。そのため、2008年秋のリーマンショック以降大幅に需要が減少する中、ムダ、ムラを省く節

減などによるコストコントロールを徹底する一方で、成長力の源泉となる労働力、資本力、技術力といった経

営基盤を削ぐことなく、その維持・強化に努めました。これらの施策の結果、需要が回復する中、着実に売上高

を増加させ、当第２四半期連結会計期間の売上高は487億１千３百万円（前年同期は257億８千万円）となり

ました。

　コスト面では、引き続き材料歩留まりの向上や製造リードタイムの短縮など、生産性の改善に努めました。加

えて需要の回復を着実に売上高の増加に繋げることができたことなどにより、売上高原価率は前年同期に比

べて10.4ポイント改善し72.1％となりました。

　販売費及び一般管理費は、売上高が増加する中で各種費用の抑制に努めたことや、前期にのれんを一括償却

したことなどにより、前年同期に比べ１億８百万円減少し、売上高に対する比率は15.0ポイント改善し16.3％

となりました。

　これらの結果、営業利益は56億２千１百万円（前年同期は35億４千８百万円の営業損失）となりました。

　営業外損益は、持分法による投資利益を５千２百万円計上した一方で、為替差損が１億２千３百万円発生し

たことなどにより、２千１百万円の損失となり、経常利益は56億円（前年同期は36億５千５百万円の経常損

失）となりました。

　これらの結果、四半期純利益は38億２千万円（前年同期は26億２千６百万円の四半期純損失）となりまし

た。

　また、当第２四半期連結会計期間の生産の状況につきましては、LMシステムを中心に前年同期に比べて181億

８千５百万円（126.6％）増加し、325億４千９百万円となりました（販売価格ベース・当社単独ベース）。当

第２四半期連結会計期間の受注の状況につきましては、前年同期に比べて228億２千６百万円（140.1％）増

加し、391億２千１百万円となりました（当社単独ベース）。
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セグメントの業績は次のとおりであります。 

(日本) 

　日本では、経済が輸出を中心に回復し、設備投資にも波及の動きが見られました。そのような中、需要の

回復を着実に売上高の増加に繋げるべく、積極的な営業活動を展開しました。その結果、主力である工作

機械、一般機械、エレクトロニクス向けにおいて売上高を好調に推移させることができ、売上高は333億５

千２百万円となりました。また売上高が増加する中で、生産性の改善や販管費の抑制に努めたことなどに

より、営業利益は46億１千１百万円となりました。

　

(米州) 

　米州では、設備投資が持ち直し、また自動車生産が堅調に推移する中、製販一体となって既存顧客との取

引拡大並びに新規分野の開拓に努めました。その結果、エレクトロニクス向けや輸送用機器向けにおいて

売上高を好調に推移させることができ、売上高は54億２千９百万円、営業利益は５億９千７百万円となり

ました。

　

(欧州)

　欧州では、輸出を中心に経済の持ち直しの動きが見られる中、製販一体となって既存顧客との取引拡大

並びに新規分野の開拓に努めました。その結果、需要の回復を着実に売上高の増加に繋げることができ、

売上高は37億８千７百万円となりました。しかしながら、為替が急速に円高ユーロ安に進行したことなど

から、営業損益は３億４千１百万円の損失となりました。

　

(中国)

　中国では、設備投資が順調に増加する中、これまでに強化してきた販売網を活かした積極的な営業活動

を展開しました。その結果、主力の工作機械向けにおいて売上高を好調に推移させることができ、売上高

は32億７千６百万円、営業利益は５億７千万円となりました。

 

(その他)

　その他では、台湾やインド、並びにASEAN各国などにおいて、引き続き既存顧客との取引拡大並びに新規

顧客の開拓に努めました。その結果、主力の工作機械向けなどで売上高を好調に推移させることができ、

売上高は28億６千７百万円、営業利益は１億６千９百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、受取手形及び売掛金が140億２千９百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比

べ127億５千２百万円増加の2,491億２千７百万円となりました。

　負債は、支払手形及び買掛金が82億４千４百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ119

億４千４百万円増加の860億６千万円となりました。

　純資産は、利益剰余金が47億４千１百万円増加しましたが、為替換算調整勘定が37億７千３百万円減少

したことなどにより、前連結会計年度末に比べ８億７百万円増加の1,630億６千６百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー 

　税金等調整前四半期純利益57億１千６百万円、減価償却費22億４千８百万円、売上債権の増加61億１千

４百万円、仕入債務の増加31億７千５百万円などにより、50億２百万円のキャッシュ・イン（前年同期は

８億５百万円のキャッシュ・イン）となりました。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

　固定資産の取得による支出13億８千５百万円などにより、12億８千６百万円のキャッシュ・アウト（前

年同期は23億１千９百万円のキャッシュ・アウト）となりました。

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

　リース債務の返済による支出１千１百万円などにより、１千４百万円のキャッシュ・アウト（前年同期

は99億５千９百万円のキャッシュ・イン）となりました。

 

　これらの結果、換算差額を含めた当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、

前四半期連結会計期間末に比べて、27億４千７百万円増加し、718億５千８百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10億１千１百万円であり

ます。なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画していた設備計画は、需要の伸びが当初の予想を上回る見通しとなったため、

次のように変更いたしました。

　

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

業務の内容 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
設備投資
の目的総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

大連THK
瓦軸工業有限公司

中国遼寧省
大連市

中国 生産業務
送りねじ類製
造設備

504 104自己資金
平成22年
１月

平成22年
12月

生産能力
増強
製品品質
向上

THK(無錫)
精密工業有限公司

中国江蘇省
無錫市

中国 生産業務
LMシステム製
造設備

1,602 97自己資金
平成22年
１月

平成22年
12月

生産能力
増強
製品品質
向上

THK(遼寧)
精密工業有限公司

中国遼寧省
大連市

中国 生産業務
LMシステム製
造設備、特殊
軸受製造設備

770 128自己資金
平成22年
１月

平成22年
12月

生産能力
増強
製品品質
向上

(注) １  上記の金額には消費税等が含まれておりません。

２  当初の計画と比べ、大連THK瓦軸工業有限公司の投資予定額が174百万円、THK(無錫)精密工業有限公司の投資予

定額が1,229百万円、THK(遼寧)精密工業有限公司の投資予定額が391百万円増加することとなりました。

３  上記設備投資計画による完成後の増加能力につきましては、一概に算出することが困難であるため、記載を省

略しております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 465,877,700

計 465,877,700

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 133,856,903133,856,903
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 133,856,903133,856,903― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 133,856 ― 34,606 ― 47,471
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(6) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー
常任代理人
香港上海銀行東京支店

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A. 
東京都中央区日本橋三丁目11-1

9,695 7.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,748 5.78

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエルオム
ニバスアカウント
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND
東京都中央区月島四丁目16番13号

6,439 4.81

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,918 4.42

寺町　彰博 東京都世田谷区 5,843 4.36

ザチェースマンハッタンバンク
385036
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

360 N. CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS, CA
90210 U.S.A.
東京都中央区月島四丁目16番13号

4,379 3.27

ゴールドマン・サックス・
アンド・カンパニーレギュラー
アカウント
常任代理人
ゴールドマン・サックス証券株
式会社

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA
東京都港区六本木六丁目10番1号　
六本木ヒルズ森タワー

2,563 1.91

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505224
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
東京都中央区月島四丁目16番13号

2,456 1.83

エフテイシー株式会社 東京都世田谷区東玉川二丁目34番８号 2,074 1.54

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505223
常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀
行決済営業部

　
P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
東京都中央区月島四丁目16番13号

2,061 1.54

計 ― 49,181 36.74

(注)１　上記のほか、当社が保有している自己株式5,252千株(3.92％)があります。
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(注)２　平成22年１月８日付でファースト・イーグル・インベストメント・マネジメント・エルエルシーより変更報告

書が関東財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日　平成21年12月31日）、当社として当第２四半期

会計期間末における実質保有株式数の確認ができておりません。

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

名称 住所
保有株数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ファースト・イーグル・インベ
ストメント・マネジメント・エ
ルエルシー
(First　Eagle　Investment　
Management,LLC)

アメリカ合衆国ニューヨーク州、
ニューヨーク市、アベニュー・オブ・ジ・
アメリカズ1345
(1345 Avenue of the Americas, New York,
NY 10105-4300 U.S.A.)

9,999 7.47

　

(注)３　平成22年６月21日付でユービーエス・エイ・ジー及びその共同保有者より変更報告書が関東財務局長に提出さ

れておりますが（報告義務発生日　平成22年６月15日）、当社として当第２四半期会計期間末における実質保

有株式数の確認が出来ておりません。

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ユービーエス・エイ・ジー
東京都千代田区丸の内１丁目５番１号
新丸の内ビルディング

1,868 1.40

UBS Fund Management
(Switzerland) AG

Aeschenvorstadt 48, 4002 Basel,
Switzerland

308 0.23

UBS Global Asset Management
(Americas) Inc

One North Wacker Drive, Chicago IL 60606
USA

5,078 3.79

UBS Global Asset Management
(Canada) Co

161 Bay Street, BCE Place, Suite 3900,
Tronto ONT M5J2S1 Ontario Canada

487 0.36

UBS Global Asset Management
Life Ltd

21 Lombard Street, London EC3V 9AH,
United Kingdom

446 0.33

UBS Global Asset Management
Trust Company

One North Wacker Drive, Chicago IL 60606
USA

843 0.63

UBS Global Asset Management
(UK) Ltd

21 Lombard Street, London EC3V 9AH,
United Kingdom

515 0.38

　

(注)４　平成22年８月２日付で株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ及びその共同保有者より変更報告書が関東

財務局長に提出されておりますが（報告義務発生日　平成22年７月26日）、当社として当第２四半期会計期間

末における実質保有株式数の確認ができておりません。

なお、その変更保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 490 0.37

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 6,028 4.50

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 312 0.23
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(注)５　平成22年10月７日付でフィデリティ投信株式会社及びその共同保有者より変更報告書が関東財務局長に提出さ

れておりますが（報告義務発生日 平成22年９月30日）、当社として当第２四半期会計期間末における実質保

有株式数の確認ができておりません。

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城山トラストタワー
 

272 0.20

エフエムアール　エルエルシー
（FMR LLC）
 

米国 02109 マサチューセッツ州ボストン、
デヴォンシャー・ストリート82
（82　Devonshire　Street,　Boston,　
Massachusetts 02109, USA）

4,884 3.65
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式

5,252,900
（相互保有株式）
普通株式

22,500

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

128,469,700
1,284,697 同上

単元未満株式
普通株式

111,803
― 同上

発行済株式総数 133,856,903― ―

総株主の議決権 ― 1,284,697 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５個）含

　まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
THK株式会社

東京都品川区西五反田
三丁目11番６号

5,252,900 ― 5,252,9003.92

(相互保有株式)
三益THK株式会社

大韓民国テグ市 10,000 ― 10,000 0.01

(相互保有株式)
株式会社三興製作所

東京都青梅市畑中
三丁目620

12,500 ― 12,500 0.01

計 ― 5,275,400 ― 5,275,4003.94

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,1002,1712,2051,9351,7381,694

最低(円) 1,9081,7121,7811,6851,3561,370

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　
役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（営業支援本部長 兼 ICBセンター長）

取締役
（営業支援本部長）

石川　裕一 平成22年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 71,858 69,266

受取手形及び売掛金 54,495 40,466

商品及び製品 9,047 9,673

仕掛品 6,766 5,475

原材料及び貯蔵品 10,603 9,612

その他 7,663 9,208

貸倒引当金 △222 △242

流動資産合計 160,211 143,460

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 24,940 26,505

機械装置及び運搬具（純額） 33,026 35,848

その他（純額） 18,245 17,488

有形固定資産合計 ※1
 76,213

※1
 79,841

無形固定資産

のれん 128 140

その他 1,017 1,123

無形固定資産合計 1,146 1,263

投資その他の資産

投資有価証券 4,874 5,225

その他 6,987 6,984

貸倒引当金 △305 △400

投資その他の資産合計 11,556 11,809

固定資産合計 88,916 92,914

資産合計 249,127 236,374
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,471 24,226

短期借入金 239 28

未払法人税等 1,645 290

賞与引当金 2,646 1,835

役員賞与引当金 10 －

その他 9,179 7,992

流動負債合計 46,192 34,374

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 20,000 20,000

退職給付引当金 4,965 4,796

役員退職慰労引当金 95 141

製品保証引当金 111 95

その他 4,695 4,708

固定負債合計 39,868 39,741

負債合計 86,060 74,116

純資産の部

株主資本

資本金 34,606 34,606

資本剰余金 44,342 44,342

利益剰余金 103,445 98,703

自己株式 △11,357 △11,356

株主資本合計 171,036 166,296

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 354 542

為替換算調整勘定 △9,512 △5,738

評価・換算差額等合計 △9,157 △5,196

少数株主持分 1,187 1,158

純資産合計 163,066 162,258

負債純資産合計 249,127 236,374
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 47,402 92,120

売上原価 40,514 66,613

売上総利益 6,887 25,506

販売費及び一般管理費 ※
 16,299

※
 15,940

営業利益又は営業損失（△） △9,412 9,565

営業外収益

受取利息 89 93

為替差益 108 －

負ののれん償却額 324 －

持分法による投資利益 85 250

その他 496 425

営業外収益合計 1,104 769

営業外費用

支払利息 221 266

為替差損 － 1,139

その他 231 174

営業外費用合計 452 1,579

経常利益又は経常損失（△） △8,760 8,755

特別利益

固定資産売却益 2 6

投資有価証券売却益 1 －

製品保証引当金戻入額 9 －

補助金収入 － 125

雇用調整助成金 337 2

その他 18 17

特別利益合計 369 151

特別損失

固定資産除売却損 70 31

投資有価証券評価損 － 12

一時帰休費用 341 －

その他 6 7

特別損失合計 417 51

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△8,808 8,855

法人税、住民税及び事業税 21 1,779

法人税等調整額 △2,083 1,301

法人税等合計 △2,062 3,080

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,774

少数株主利益又は少数株主損失（△） △40 68

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,705 5,706
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 25,780 48,713

売上原価 21,258 35,129

売上総利益 4,521 13,583

販売費及び一般管理費 ※
 8,070

※
 7,961

営業利益又は営業損失（△） △3,548 5,621

営業外収益

受取利息 50 51

負ののれん償却額 162 －

持分法による投資利益 83 52

固定資産賃貸料 － 67

その他 178 126

営業外収益合計 474 297

営業外費用

支払利息 120 133

為替差損 318 123

その他 142 61

営業外費用合計 581 319

経常利益又は経常損失（△） △3,655 5,600

特別利益

固定資産売却益 2 1

製品保証引当金戻入額 9 －

雇用調整助成金 337 －

補助金収入 － 125

その他 11 16

特別利益合計 360 143

特別損失

固定資産除売却損 28 14

投資有価証券評価損 － 11

一時帰休費用 71 －

その他 6 0

特別損失合計 105 26

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,400 5,716

法人税、住民税及び事業税 △56 1,568

法人税等調整額 △703 279

法人税等合計 △760 1,848

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,868

少数株主利益又は少数株主損失（△） △14 47

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,626 3,820
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△8,808 8,855

減価償却費 4,842 4,413

固定資産除売却損益（△は益） 67 24

引当金の増減額（△は減少） 348 906

受取利息及び受取配当金 △116 △117

支払利息 221 266

為替差損益（△は益） 84 92

持分法による投資損益（△は益） △85 △250

投資有価証券売却損益（△は益） △1 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 12

のれん償却額 1,362 11

負ののれん償却額 △324 －

売上債権の増減額（△は増加） 9,549 △14,841

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,911 △2,464

仕入債務の増減額（△は減少） △6,314 9,153

その他 △1,292 266

小計 1,444 6,329

利息及び配当金の受取額 108 203

利息の支払額 △204 △269

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 440 1,143

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,789 7,407

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △4,429 △2,568

固定資産の売却による収入 4 82

投資有価証券の取得による支出 △113 △7

投資有価証券の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 △32 △374

貸付金の回収による収入 0 211

その他 △8 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,577 △2,656

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 10,000 －

配当金の支払額 △1,031 △968

少数株主への配当金の支払額 △29 －

自己株式の取得による支出 △2 △1

リース債務の返済による支出 △38 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,898 △992

現金及び現金同等物に係る換算差額 533 △1,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,643 2,591

現金及び現金同等物の期首残高 64,130 69,266

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 70,773

※
 71,858
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 　当第２四半期連結累計期間 
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

会計処理基準に
関する事項の変更

（1）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成

20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しております。

　これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

（2）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありませ

ん。　

　
【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

１　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「固定資産賃貸料」については、

営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。

なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「固定資産賃貸料」は70百万円であり

ます。

　
【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部で実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生状

況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。
　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

税金費用の計算

一部の連結子会社については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。
　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

　　 ります。

124,297百万円

  ２ 連結子会社以外の会社に対する債務保証は次のと

 おりであります。

相手先 金額 内容

債務保証 　 　

日本スライド工業

株式会社
102百万円

仕入債務に対する

保証

合計 102百万円 ―

  ３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

 ため主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結し

 ております。

特定融資枠契約の貸付極度額 15,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 15,000百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

     ります。

122,028百万円

  ２ 連結子会社以外の会社に対する債務保証は次のと

 おりであります。

相手先 金額 内容

債務保証 　 　

日本スライド工業

株式会社
80百万円

仕入債務に対する

保証

合計 80百万円 ―

  ３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

 ため主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結し

 ております。

特定融資枠契約の貸付極度額 15,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 15,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主な内訳 ※　販売費及び一般管理費の主な内訳

荷造運搬費 　　　　　　　　　　　1,046百万円 荷造運搬費  　　　 　　　　　 1,497百万円

広告宣伝費 　　　　　　　　　　　　374百万円 広告宣伝費 　　　 　　　　　　  355百万円

給料及び手当 　　　　　　　　　　5,100百万円 給料及び手当 　　　　　　　　 5,130百万円

賞与引当金繰入額 　　　　　　　　　616百万円 賞与引当金繰入額 　　　　　　　 843百万円

退職給付費用 　　　　　　　　　　　217百万円 退職給付費用 　　　　　　 　　　203百万円

賃借料 　　　　　　　　　　　　  1,125百万円 賃借料 　　　　  　　　　　　　 886百万円

減価償却費 　　　　　　　　　　　　452百万円 減価償却費 　　　　　　　　　　 416百万円

研究開発費 　　　　　　　　　　　1,547百万円 研究開発費 　　　　　　　　   1,762百万円

のれん償却額 　　　　　　　　　　1,362百万円 のれん償却額 　   　　 　　　　　11百万円

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日 
 至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主な内訳 ※　販売費及び一般管理費の主な内訳

荷造運搬費 　　　　　　　　　　  　539百万円 荷造運搬費 　　              　　790百万円

広告宣伝費 　　　　　　　　　　　　186百万円 広告宣伝費 　　  　 　　　　　　 195百万円

給料及び手当 　　　　　　　　　　2,481百万円 給料及び手当 　　 　 　 　　   2,524百万円

賞与引当金繰入額 　　　　　　　　　330百万円 賞与引当金繰入額 　　　 　　　　 433百万円

退職給付費用 　　　　　　　　　　 　90百万円 退職給付費用 　　　　　　　　　  108百万円

賃借料 　　　　　　　　　　　　    566百万円 賃借料 　　　　　　　　　 　　　 442百万円

減価償却費 　　　　　　　　　　　　230百万円 減価償却費 　　　　　　　 　　   211百万円

研究開発費 　　　　　　　　　　  　762百万円 研究開発費 　　　　　　　 　　   837百万円

のれん償却額 　　　　　　　　　　  681百万円 のれん償却額 　　　　　   　　　　 5百万円
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年９月30日現在）

      現金及び預金 70,773百万円

            計 70,773百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年９月30日現在）

      現金及び預金 71,858百万円

            計 71,858百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 133,856,903

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,256,292

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月19日
定時株主総会

普通株式 964 7.5平成22年３月31日 平成22年６月21日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 1,028 8.0平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
産業用機器関連事業

(百万円)
輸送用機器関連事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

18,442 7,338 25,780 ― 25,780

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 18,442 7,338 25,780 ― 25,780

営業損失(△) △923 △1,183 △2,106 (1,441)△3,548

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
産業用機器関連事業

(百万円)
輸送用機器関連事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

34,082 13,320 47,402 ― 47,402

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 34,082 13,320 47,402 ― 47,402

営業損失(△) △3,775 △2,694 △6,469 (2,942)△9,412

(注)　１　事業区分は、製品等の性質及び販売市場等の類似性に基づき区分しております。

２　各区分の主な製品

　　(１)産業用機器関連事業…………LMシステム等 

　　(２)輸送用機器関連事業…………リンクボール及びサスペンションボールジョイント等 

３　追加情報

　　前第２四半期連結累計期間

　当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機として耐用年数の見直しを行い、シス

テム対応を進めてまいりました。その結果、機械装置について、従来、耐用年数を主に10年としておりました

が、システム対応が完了した第１四半期連結会計期間より９～12年に変更しております。これにより、従来と

同様の方法によった場合と比較して、産業用機器関連事業の営業損失が227百万円減少し、輸送用機器関連事

業の営業損失が６百万円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

17,4653,241 2,884 2,18825,780 ― 25,780

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,304 14 2 254 4,576(4,576) ―

計 21,7693,256 2,886 2,44330,356(4,576)25,780

営業損失(△) △1,233 △228 △495 △235 △2,192(1,355)△3,548

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
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日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,6696,373 6,255 4,10447,402 ― 47,402

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

7,228 24 9 398 7,661(7,661) ―

計 37,8986,398 6,264 4,50355,064(7,661)47,402

営業損失(△) △4,642 △299 △701 △863 △6,506(2,905)△9,412

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する国又は地域

　　(１)米州…………米国等 

　　(２)欧州…………独国、英国、蘭国等 

　　(３)アジア他……中国、韓国、台湾等 

３　追加情報

　　前第２四半期連結累計期間

　当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正を契機として耐用年数の見直しを行い、シス

テム対応を進めてまいりました。その結果、機械装置について、従来、耐用年数を主に10年としておりました

が、システム対応が完了した第１四半期連結会計期間より９～12年に変更しております。これにより、従来と

同様の方法によった場合と比較して、日本の営業損失が220百万円減少しております。
　
　

【海外売上高】

　

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,254 2,947 3,743 9,945

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 25,780

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.6 11.4 14.5 38.5

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,408 6,348 6,586 19,343

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 47,402

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.5 13.4 13.9 40.8

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する国又は地域

　　(１)米州…………米国等 

　　(２)欧州…………独国、英国、蘭国等 

　　(３)アジア他……中国、韓国、台湾等 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは、LMガイド、ボールねじ等の機械要素部品及びリンクボール、サスペンションボールジョイ

ント等の輸送用機器要素部品を生産・販売しており、国内においては当社及び国内子会社が、海外において

は各地域をそれぞれ独立した現地子会社が担当しており、各地域において包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

　したがって、当社グループの構成単位は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成され

ており、「日本」、「米州」、「欧州」、「中国」、「その他」の５つを報告セグメントとしております。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 米州 欧州 中国 その他 合計
調整額
(注)３

四半期連結損
益計算書計上
額（注）４

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 63,28410,5107,5425,7305,05292,120 ― 92,120

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

18,389 66 7 1,605 1 20,070(20,070) ―

計 81,67410,5777,5497,3365,054112,191(20,070)92,120

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

8,343 939 △430 802 271 9,926(360) 9,565

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 米州 欧州 中国 その他 合計
調整額
(注)３

四半期連結損
益計算書計上
額（注）４

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 33,3525,4293,7873,2762,86748,713 ― 48,713

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

9,699 51 3 872 1 10,629(10,629) ―

計 43,0515,4813,7914,1482,86859,342(10,629) 48,713

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

4,611 597 △341 570 169 5,607 14 5,621

(注)　１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

      ２　日本、中国以外の各区分に属する主な国又は地域

          (１) 米州…………米国等

　　(２) 欧州…………独国、英国、蘭国等

　　(３) その他………台湾、シンガポール等

 　　 ３　セグメント利益の調整額は、全額セグメント間取引消去であります。

 　　 ４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
３  報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(資産除去債務関係)

当社グループは、当社の本社オフィス等の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状

回復に係る債務を有していますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転す

る予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。

　また、当社は微量PCBを含む機器の処理に係る債務及び、土壌汚染の恐れがある土地の汚染調査に係る

債務を有していますが、債務の履行時期等が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積ることができま

せん。

　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1,258円77銭
　

　 　

　 1,252円71銭
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 52円　14銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 44円　37銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△6,705 5,706

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) △6,705 5,706

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 128,603 128,601

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日 
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 20円　42銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 29円　71銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△2,626 3,820

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) △2,626 3,820

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 128,603 128,600
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（国内普通社債の発行）
 
　　平成21年11月24日開催の取締役会決議に基づき、平成22年10月20日に次のとおり国内普通社債を発行いたし　　　　　　　
　ました。
 
　１　第５回無担保社債
　　（１）発行総額　7,000百万円
　　（２）発行価格　各社債の金額100円につき金100円
　　（３）利率　　　年0.461％
　　（４）償還期間　５年
　　（５）償還方法　平成27年10月20日に一括償還する。
　　　　　　　　　　買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。
　　（６）払込期日　平成22年10月20日
　　（７）資金使途　研究開発設備、製造設備等の設備投資資金及び運転資金
 
　２　第６回無担保社債
　　（１）発行総額　13,000百万円
　　（２）発行価格　各社債の金額100円につき金100円
　　（３）利率　　　年0.715％
　　（４）償還期間　７年
　　（５）償還方法　平成29年10月20日に一括償還する。
　　　　　　　　　　買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。
　　（６）払込期日　平成22年10月20日
　　（７）資金使途　研究開発設備、製造設備等の設備投資資金及び運転資金
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２ 【その他】

平成22年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ） 中間配当による配当金の総額…………………1,028百万円

　　（ロ） １株当たりの金額………………………………８円00銭

　　（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成22年12月６日

　　（注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。　　　　　　　　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

ＴＨＫ株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    川　　口 　　　　 勉  　  印

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    田　　尻　　慶　　太    　印

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    秋　　田    秀　　樹   　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＨ

Ｋ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＨＫ株式会社及び連結子会社の平成21年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

ＴＨＫ株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    川　　口 　　　　 勉  　  印

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    田　　尻　　慶　　太    　印

　

指定有限責任社員
　業務執行社員

　 公認会計士    秋　　田    秀　　樹   　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＨ

Ｋ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＨＫ株式会社及び連結子会社の平成22年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年10月20日に第５回無担保社債及び第６回無担保社

債を発行している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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